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ま え が き

社会資本整備に関して、効率的かつ効果的な整備の実施及びアカウンタビリティの

向上のため、整備の事前及び事後において、費用便益分析を行うことが必要不可欠と

なっている。建設省では、平成１０年６月に「社会資本整備に係る費用対効果分析に

関する統一的運用指針(案)」を策定し、平成１１年３月にその最終版を公表した。さ

らに、道路、河川、住宅整備など各事業ごとに費用効果分析マニュアル等の整備が行

われたところである。

しかしながら、整備されたマニュアル等には、まだ十分に整理されていない課題が

多く存在する。今後、その課題に取り組み、マニュアル等の改善を図り、より精緻な

費用便益分析を行い、効率的かつ効果的な社会資本整備を実施に反映させなければな

らない。

そこで、建設省建設政策研究センター、(財)建設経済研究所及び全宅連不動産総合

研究所では、平成１０年９月に「社会資本整備の費用効果分析に係る経済学的問題研

究会」を発足させ、これらの諸課題のうち、特に重要と考えられるテーマをとりあげ、

専門的な知識を有する学識経験者、実務担当者とともに、議論を行ってきた。とりあ

げたテーマは以下の５つである。（研究会メンバー及び開催経緯は175ページ参照）

①費用便益分析における効率と公平

②費用便益分析における税金の扱い

③費用便益分析における割引率

④費用便益分析における地域開発効果

⑤ネットワークの特性と費用便益分析

本報告書は、この研究会での議論をもとに、各テーマについて、研究会のメンバー

が執筆を分担し、各メンバーの見解をとりまとめたものである。本報告書が、今後の

費用便益分析手法の向上に貢献するとともに、それに取り組む研究者及び実務家の指

針となることを期待する。
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序 文

東京大学大学院経済学研究科附属日本経済国際共同研究センター長

金本 良嗣

公共事業については、欧米先進国の全てで、プロジェクト評価とその結果の公表を

行っており、それをしていないのは先進国では日本だけであった。しかし、１９９６

年１２月に行政改革委員会から提出された「行政関与の在り方に関する基準」におい

て、「行政が関与する場合には、それによって生じる社会的便益と社会的費用とを事

前及び事後に総合的に評価し、その情報を積極的に公開する」ことが提言された。こ

の提言を最大限尊重するとの閣議決定がなされ、それを受けて、１９９７年１２月５

日には、国が行うすべての新規公共事業について費用対効果分析を行わなければなら

ないという指示が総理大臣から出された。さらに、事業実施段階での中間評価を行う

「再評価システム」の導入も指示された。

現在、各省庁では、この指示に従って、費用対効果分析の実施に向けた取り組みを

行っており、すでに、いくつかの分野で評価マニュアル案が作成されている。しかし、

これらの取り組みは各省庁、各分野毎に行われており、各分野に共通に係わる基本的

な問題に関する検討はまだ十分でない。特に、評価マニュアルにおいては、実務で用

いる具体的な評価手法の解説に重点が置かれており、その基礎となる経済学的な問題

についての検討は遅れている。

こういった問題意識から、公共経済学の研究者が集まり、費用対効果分析のマニュ

アル作りに携わっている工学分野の研究者を加えて研究会が組織され、その研究会で

実務家の方々とともに議論を行ってきた。この研究会の成果をとりまとめたのが、こ

の報告書である。

この報告書で扱われている問題は、以下の５つである。

① 費用便益分析では可能な限り費用と便益を貨幣単位に変換するので、公平性の問題

が無視される傾向にある。費用便益分析において、公平性の問題はどのように考えた

らよいのであろうか。費用便益分析の中に公平の視点を明示的に取り込むべきなのか、

あるいは、その外側に置いておくべきなのか。より具体的には、ドイツのように地域

間の所得格差を反映したウェイト付けを行うべきかどうか。

② 費用便益分析の実務においては、税金の扱いをどうすべきかは意外に重要な問題で

ある。たとえば、所得税や法人税の税率は低くないので、それを控除するかどうかで

無視できない影響がある。



③ 割引率をどう設定するのがよいかも重要な問題である。社会資本の多くは耐用年数

がきわめて長いので、割引率が低ければ採択されるが、高くなると採択されなくなる

ものが多い。割引率は何％が適当なのであろうか。

④ 公共投資の波及効果として地域開発効果や余剰労働力吸収の効果があると言われて

おり、それを通常の便益に加えるべきであるという議論がある。これをどう考えるべ

きかについてのきちんとした整理が必要である。

⑤ 社会資本の多くはネットワーク性を持つので、様々な問題が発生する。たとえば、

空港投資においては、１空港で投資して便数が増えたときには、自空港の着陸料収入

が増加すると同時に、飛んでいく相手方の空港の着陸料も増加する。これらの両方を

便益としてカウントして良いかどうかが問題となる。

これらの問題に解答を与えることはそれほど簡単ではなく、これからの研究が必要

なものも多い。また、公平性の問題のような価値判断に絡む問題については、万人が

認める答えがあり得ないものもある。しかし、これらの問題については、数多くの経

済学者（及び、土木工学等の関連分野の研究者）が、何十年にもわたって研究を積み

重ねてきている。この報告書は、これまでの経済学の研究蓄積を総動員すると、どの

ような解答が与えられるかを整理し、費用対効果分析の実務における指針となること

を目指している。もちろん、まだ残された課題は多く、この目標をどれだけ達成して

いるかについては読者の方々のご批判を仰がなければならない。少なくとも、研究者

及び実務家の間での真剣な検討の第一歩となれば幸いである。

最後に、原稿を何度も書き直していただいた執筆者の方々、熱心に研究会の議論に

参加して頂いた執筆者以外の研究会メンバーの方々、研究会の共同設置者として様々

な援助を頂いた建設省建設政策研究センター、（財）建設経済研究所、全宅連不動産

総合研究所、及び、事務局として援助を惜しまれなかった建設省建設政策研究センタ

ーの方々に深く感謝したい。
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